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(注)  １ 当社は四半期連結財務諸表は作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いて記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 当社は、平成25年10月１日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。第17期の期首に当該株

式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額を算定しております。 

  

当第１四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

  

  

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第17期

第１四半期累計期間
第18期

第１四半期累計期間
第17期

会計期間
自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日

自  平成25年10月１日 
至  平成25年12月31日

自  平成24年10月１日
至  平成25年９月30日

売上高 (百万円) 2,201 2,523 8,913

経常利益 (百万円) 422 424 1,363

四半期(当期)純利益 (百万円) 253 278 845

持分法を適用した場合の 
投資利益

(百万円) ― ― ―

資本金 (百万円) 1,584 1,611 1,611

発行済株式総数 (株) 47,815 9,674,600 48,369

純資産額 (百万円) 6,670 7,583 7,377

総資産額 (百万円) 19,044 19,909 19,629

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 27.87 30.07 92.35

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額

(円) 27.49 29.32 90.01

１株当たり配当額 (円) ― ― 2,000

自己資本比率 (％) 34.7 37.7 37.2
 

２ 【事業の内容】
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当第１四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項の

うち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

 なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。 
  

(1) 業績の状況 

当第１四半期累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成25年12月31日）における我が国の経済は、

個人消費が底堅く推移しており、企業生産活動、設備投資は持ち直し、公共投資も増加を続けるなど、

景気は順調な回復経路をたどっております。  

 当社の属する駐車場業界においては、慢性的な駐車場不足を背景にその売上について底堅さを維持し

ております。 

 このような中で、当社は、引き続き積極的な営業活動を行い、駐車場の新規開設を進めるとともに、

既存駐車場の採算性向上に努めてまいりました。 

 その結果、当第１四半期累計期間においては70件1,643車室の新規開設、21件726車室の減少により49

件917車室の純増となり、12月末現在1,343件19,129車室が稼働しております。 

 以上の活動により、当第１四半期累計期間の売上高は2,523百万円（前年同期比14.6％増）、営業利

益492百万円（同0.2％増）、経常利益424百万円（同0.5％増）、四半期純利益278百万円（同9.7％増）

を計上いたしました。 
  
当社の具体的な駐車場形態毎の状況は以下のとおりであります。 

（賃借駐車場） 

当第１四半期累計期間において68件1,622車室の開設及び20件673車室の減少により48件949車室の純

増となりました。その結果、12月末現在においては1,235件15,708車室が稼働しております。 

 前期に引き続き、大型駐車場の解約があった一方で、新規駐車場の開拓が順調に推移し、また、既存

駐車場の売上についても堅調であったことから、売上高は2,054百万円（前年同期比16.6％増）となり

ました。 

（保有駐車場） 

当第１四半期累計期間において２件21車室の開設及びポートフォリオ見直しに伴う売却１件53車室の

減少により１件の純増、32車室の純減となりました。その結果、12月末現在においては108件3,421車室

が稼働しております。売上高は382百万円（同3.6％増）となりました。 

（その他売上） 

当第１四半期累計期間においては、不動産賃貸収入、自動販売機関連売上、駐輪場売上及び太陽光発

電売上により、売上高は85百万円（同22.7％増）となりました。 
  

当事業年度における駐車場形態毎の販売実績は以下のとおりです。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 
前第１四半期累計期間

（自 平成24年10月１日
 至 平成24年12月31日）

当第１四半期累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成25年12月31日）

前事業年度
（自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日）

駐車場形態 金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円）

賃借駐車場 1,762 2,054 7,188

保有駐車場 369 382 1,416

その他売上 70 85 307

合計 2,201 2,523 8,913
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(2) 財務状態の分析 

当第１四半期会計期間末における総資産は19,909百万円となり、前事業年度末から280百万円増加し

ました。これは主に現金及び預金の増加（329百万円）によるものです。 

 当第１四半期会計期間末における負債の部は12,325百万円となり、前事業年度末に比べ73百万円増加

いたしました。これは主に短期借入金の増加（250百万円）によるものであります。 

 当第１四半期会計期間末における純資産の部は7,583百万円となり、前事業年度末に比べ206百万円増

加いたしました。これは主に利益剰余金の増加（185百万円）によるものであります。この結果、自己

資本比率は、前事業年度末の37.2％から37.7％となりました。 

  

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期累計期間において、当社の事業上及び財政上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。 

  

(4) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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(注)  「提出日現在発行数」には平成26年２月１日以降四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行され

たものは含まれておりません。 

  

   該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。 

  

  

(注) １ 平成25年10月１日をもって１株を200株に株式分割し、これに伴い発行済株式総数が9,625,431株増加してお

ります。 

２ 新株予約権（ストック・オプション）の権利行使による増加であります。 

３ 平成26年１月１日から平成26年1月31日までの間に、新株予約権（ストック・オプション）の権利

行使により、発行済株式数が25,400株、資本金が６百万円及び資本準備金６百万円増加しており

ます。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 27,000,000

計 27,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成25年12月31日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成26年２月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 9,674,600 9,700,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数 
100株

計 9,674,600 9,700,000 ― ―
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金 
増減額 
(百万円)

資本準備金
残高 

(百万円)

平成25年10月１日 
（注）１

9,625,431 9,673,800 ― 1,611 ― 1,641

平成25年10月１日～ 
平成25年12月31日 
（注）２

800 9,674,600 0 1,611 0 1,641
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当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日(平成25年９月30日)に基づく株主名簿による記

載をしております。 

(注)  平成25年10月１日付で１株を200株にする株式分割を行いましたが、当該株式分割の影響は考慮しておりませ

ん。 

  

  

該当事項はありません。 

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成25年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) 普通株式   2,075 ― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式    46,294 46,294 ―

単元未満株式 ― ― ―

発行済株式総数 48,369 ― ―

総株主の議決権 ― 46,294 ―
 

② 【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％)

パラカ株式会社 東京都港区麻布台１-11-９ 2,075 ― 2,075 4.29

計 ― 2,075 ― 2,075 4.29
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内

閣府令第63号)に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期会計期間(平成25年10月１日か

ら平成25年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日まで)に係る

四半期財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

 なお、当社の監査法人は次のとおり交代しております。 

 第17期事業年度 新日本有限責任監査法人 

 第18期第１四半期会計期間及び第１四半期累計期間 有限責任監査法人トーマツ 

  

当社は子会社がありませんので、四半期財務諸表を作成しておりません。 

  

  

  

第４ 【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

２．監査証明について

３．四半期連結財務諸表について
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１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成25年９月30日) 

当第１四半期会計期間 
(平成25年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,507 1,837

売掛金 59 111

前払費用 434 433

その他 46 47

貸倒引当金 △0 △0

流動資産合計 2,046 2,430

固定資産   

有形固定資産   

建物（純額） 806 796

土地 14,022 13,946

リース資産（純額） 1,561 1,670

その他（純額） 812 708

有形固定資産合計 17,203 17,122

無形固定資産 34 30

投資その他の資産 343 325

固定資産合計 17,582 17,478

資産合計 19,629 19,909

負債の部   

流動負債   

買掛金 113 129

1年内償還予定の社債 40 40

短期借入金 － 250

1年内返済予定の長期借入金 1,031 1,032

未払法人税等 134 174

賞与引当金 29 16

その他 610 550

流動負債合計 1,958 2,193

固定負債   

社債 330 320

長期借入金 8,231 8,000

リース債務 1,270 1,353

その他 461 458

固定負債合計 10,293 10,132

負債合計 12,251 12,325
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成25年９月30日) 

当第１四半期会計期間 
(平成25年12月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,611 1,611

資本剰余金 1,641 1,641

利益剰余金 4,334 4,520

自己株式 △100 △100

株主資本合計 7,486 7,672

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 2 4

繰延ヘッジ損益 △184 △173

評価・換算差額等合計 △182 △169

新株予約権 73 80

純資産合計 7,377 7,583

負債純資産合計 19,629 19,909
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(2)【四半期損益計算書】 
【第１四半期累計期間】 

(単位：百万円)

前第１四半期累計期間 
(自 平成24年10月１日 
  至 平成24年12月31日) 

当第１四半期累計期間 
(自 平成25年10月１日 
  至 平成25年12月31日) 

売上高 2,201 2,523

売上原価 1,480 1,778

売上総利益 721 744

販売費及び一般管理費 229 252

営業利益 491 492

営業外収益   

受取利息 0 0

受取配当金 0 0

受取保険金 0 －

補助金収入 0 －

その他 0 0

営業外収益合計 0 0

営業外費用   

支払利息 68 66

その他 1 1

営業外費用合計 69 68

経常利益 422 424

特別利益   

固定資産売却益 － 24

特別利益合計 － 24

特別損失   

固定資産除却損 3 5

特別損失合計 3 5

税引前四半期純利益 418 443

法人税等 165 164

四半期純利益 253 278
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 該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

  

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四

半期累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。 

  

前第１四半期累計期間(自  平成24年10月１日  至  平成24年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度と比較して著しい変動がありません。  

【注記事項】

(継続企業の前提に関する事項)

(会計方針の変更等)

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第１四半期累計期間
(自  平成25年10月１日  至  平成25年12月31日)

税金費用の計算

税金費用の計算については、当第1四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適

用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用してお

ります。
 

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期累計期間 
(自  平成24年10月１日 
  至  平成24年12月31日)

当第１四半期累計期間 
(自  平成25年10月１日 
  至  平成25年12月31日)

減価償却費               103百万円 減価償却費               132百万円
 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年12月19日 
定時株主総会

普通株式 72 1,600 平成24年９月30日 平成24年12月20日 利益剰余金
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当第１四半期累計期間(自  平成25年10月１日  至  平成25年12月31日) 

１．配当金支払額 

  

  

２．基準日が当第１四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期間の末

日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

株主資本の金額は、前事業年度と比較して著しい変動がありません。   

  

  前第１四半期累計期間(自  平成24年10月１日  至  平成24年12月31日)及び当第１四半期累計期間(自  

平成25年10月１日  至  平成25年12月31日) 

 当社の事業は、駐車場の開拓及び運営管理に関連する事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及

び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

（注） 当社は、平成25年10月１日付で株式１株につき200株の株式分割を行っております。第17期の期首に当該株式

分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額を

算定しております。 

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年12月19日 
定時株主総会

普通株式 92 2,000 平成25年９月30日 平成25年12月20日 利益剰余金
 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成24年10月１日
至  平成24年12月31日)

当第１四半期累計期間
(自  平成25年10月１日
至  平成25年12月31日)

(1) １株当たり四半期純利益金額 27円87銭 30円07銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益金額(百万円) 253 278

    普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

    普通株式に係る四半期純利益金額(百万円) 253 278

    普通株式の期中平均株式数(株) 9,107,177 9,259,202

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 27円49銭 29円32銭

    (算定上の基礎)

    四半期純利益調整額(百万円) ― ―

    普通株式増加数(株) 124,651.26 238,805.83

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、前
事業年度末から重要な変動があったものの概要

― ―
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該当事項はありません。  

  

該当事項はありません。  

  

(重要な後発事象)

２ 【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月５日

パラカ株式会社 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているパ

ラカ株式会社の平成25年10月１日から平成26年９月30日までの第18期事業年度の第１四半期会計期間(平成

25年10月１日から平成25年12月31日まで)及び第１四半期累計期間(平成25年10月１日から平成25年12月31日

まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、パラカ株式会社の平成25年12月31日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

  

その他の事項 

会社の平成25年９月30日をもって終了した前事業年度の第１四半期会計期間に係る四半期財務諸表並びに

前事業年度の財務諸表は、それぞれ前任監査人によって四半期レビュー及び監査が実施されている。前任監

査人は、当該四半期財務諸表に対して平成25年２月13日付で無限定の結論を表明している。また、当該財務

諸表に対して平成25年12月20日付で無限定適正意見を表明している。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任監査法人トーマツ
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    水 上 亮 比 呂    印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    片  岡   久  依    印
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以  上 
  

  

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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